













































































































































































































































































































































































































注：○印＝私立,　△印＝国立,　無印＝公立、網かけ＝地方      
出典：天野郁夫『日本の教育システム』（東京大学出版、1996年）、苅谷彦『大衆教育社会のゆくえ』（中公新書、1995年）
              
順位
1 日 比 谷 181 人 ○ 開 成 121 人 ○ 開 成 167 人
2 西 127 ○ 灘 114 △ 東 学 大 附 113
3 戸 山 110 △ 筑 大 駒 場 102 ○ 灘 102
4 ○ 麻 布 91 △ 東 学 大 附 102 ○ 麻 布 94
5 △ 教 大 附 87 ○ 麻 布 96 ○ ラ ・ サ ー ル 92
6 新 宿 72 ○ ラ ・ サ ー ル 96 △ 筑 大 駒 場 75
7 △ 教 大 駒 場 68 ○ 武 蔵 87 △ 筑 大 附 66
8 ○ 灘 66 △ 筑 大 附 63 ○ 桐 蔭 65
9 小 石 川 63 浦 和 59 ○ 武 蔵 63
10 ○ 開 成 55 湘 南 58 ○ 栄 光 62
11 浦 和 52 戸 山 55 浦 和 54
12 湘 南 50 ○ 栄 光 54 千 葉 53
13 旭 丘 49 西 45 ○ 桜 蔭 53
14 小 山 台 46 ○ 甲 陽 43 ○ 愛 光 47
15 ○ 栄 光 45 富 士 40 ○ 桐 朋 45
16 両 国 42 ○ 桐 朋 40 ○ 久 留 米 附 40
17 上 野 40 ○ 駒 場 東 邦 35 ○ 巣 鴨 39
18 ○ ラ ・ サ ー ル 38 ○ 久 留 米 附 34 ○ 東 大 寺 39
19 △ 東 学 大 附 34 ○ 広 島 学 院 33 ○ 駒 場 東 邦 36
20 △ 広 大 附 34 国 立 32 ○ 広 島 学 院 35
1964年 1979年 1989年
順位
1 ○ 開 成 158 人 ○ 開 成 176 人 ○ 開 成 172 人
2 ○ ラ ・ サ ー ル 101 筑 大 駒 場 94 ○ 灘 99
3 ○ 灘 94 ○ 灘 94 筑 大 駒 場 98
4 東 学 大 附 91 ○ ラ ・ サ ー ル 87 ○ 桜 蔭 75
5 ○ 麻 布 84 ○ 麻 布 73 ○ 麻 布 70
6 ○ 桐 蔭 73 ○ 駒 場 東 邦 68 ○ 駒 場 東 邦 64
7 筑 大 駒 場 71 ○ 桜 蔭 67 ○ 栄 光 63
8 ○ 巣 鴨 52 ○ 海 城 62 ○ 聖 光 学 院 60
9 ○ 海 城 46 ○ 巣 鴨 58 東 学 大 附 58
10 ○ 駒 場 東 邦 45 ○ 聖 光 学 院 48 ○ 東 大 寺 43
11 ○ 桐 朋 45 ○ 桐 蔭 48 岡 崎 38
12 ○ 栄 光 45 ○ 洛 南 45 ○ 久 留 米 附 36
13 ○ 洛 南 45 ○ 青 雲 44 筑 大 附 36
14 千 葉 42 ○ 桐 朋 37 ○ 渋谷教育学園 34
15 ○ 桜 蔭 42 ○ 愛 光 34 ○ 海 城 34
16 浦 和 41 土 浦 32 ○ 桐 朋 32
17 ○ 武 蔵 41 岡 崎 31 ○ 浅 野 32
18 筑 大 附 40 ○ 久 留 米 附 30 ○ 女 子 学 院 32
19 ○ 久 留 米 附 39 鶴 丸 29 浦 和 30





















注：○印＝私立,　△印＝国立,　無印＝公立、網かけ＝地方      
出典：天野郁夫『日本の教育システム』（東京大学出版、1996年）、苅谷彦『大衆教育社会のゆくえ』（中公新書、1995年）
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1 ○ ソ ウ ル 芸 高 87 人 ○ ソ ウ ル 芸 高 88 人 ○ 大元外国語高 70 人
2 ○ 大元外国語高 57 ○ 大元外国語高 65 ○ 世 宗 科 学 高 49
3 ○ ソウル科学高 40 ○ 明 外国語高 43 ○ 漢 城 科 学 高 46
4 ○ 明 外国語高 38 ○ ソウル科学高 37 ○ 仁外国語高 44
5 ○ 大一外国語高 38 ○ 仙 和 芸 高 33 ○ 韓国科学英才学 校 41
6 書 高 33 ○ 国 楽 高 27 ○ ソウル科学高 37
7 ○ 安養外国語高 32 ○ 韓国科学英才学 校 27 ○ 大一外国語高 36
8 京 畿 高 31 徽 文 高 25 △ 民 族 史 觀 高 34
9 ○ 仙 和 芸 高 30 永 東 高 23 ○ 明 外国語高 34
10 ○ 漢 城 科 学 高 25 △ 安 山 東 山 高 23 △ 安 山 東 山 高 33
11 世 光 高 25 世 光 高 23 △ 象 山 高 31
12 大 邱 大 倫 高 24 ○ 漢榮外国語高 21 △ 浦 項 製 鉄 高 30
13 ○ 漢榮外国語高 23 中 東 高 19 ○ 高陽外国語高 28
14 徽 文 高 22 ○ 漢 城 科 学 高 19 ○ 漢榮外国語高 27
15 ○ 国 楽 高 22 現 代 高 19 ○ 安養外国語高 22
16 永 東 高 22 新 高 19 公 州 韓 一 高 20
17 △ 安 山 東 山 高 21 大 邱 大 倫 高 18 中 東 高 20
18 世 和 高 20 ○ 京 畿 科 学 高 18 徽 文 高 17
19 中 山 高 19 中 山 高 18 △ 現 代 青 雲 高 14




注：○印＝特殊目的高,　△印＝自律型私立校,　無印＝一般高      
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注：○印＝特殊目的高,　△印＝自律型私立校,　無印＝一般高      
出典：朝鮮一報新聞資料に基づき筆者が作成。      
龍
徳
21　 ランクには入ってないが、ソウル所在の一般高校においても、ある特定地域に属している学校群に関しては、ソウル大
学を含め、有名私立大学に数多くの合格者を出していることだけは指摘しておきたい。つまり、富裕層が集まっている
ソウルの一部の地域（いわゆる江南 8学群）において、学校群の格差が存在していることである。
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　韓国の「高校平準化」は、特殊目的高校と呼称される「英才教育」を実践する学校と、自律型私立高校と呼
称される学校制度を戦略的に増設した。「高校平準化」政策における特殊・英才教育は、科学高校・外国語高校・
芸術高校といった国家に必要な高度な専門的教育を中心に行なう特殊高等教育機関の設立を奨励し、実践した。
これらの学校は、独自の選抜試験を行い、学区にかかわらず、優秀な人材を優先して選抜することができる。
つまり「高校平準化」の対象外の学校制度ということである。ここで独自の選抜試験と言ったが、実質的には、
知識量を点数化して、成績の順に編成するにすぎなかったのである。
　とくに、最近では、自律型私立高校の存在が大きくなったのも指摘しておかなければならない。自律型私立
高校は、特殊目的高校とは若干性格が異なるが、優秀な人材を優先的に選抜できるという点においては共通し
ている。しかし、自律型私立高校は、明らかに経済的負担が大きく、一般高校の 2倍から 5倍の学費を負担し
なければならない。そこには、親の経済力が強く働くことはいうまでもない。
　つまり、「高校平準化」政策の補完策として取り入れた特殊目的高校及び自律型私立高校の存在が、新たな
学校序列関係や格差、教育の不平等の問題を生み出し、実質上、「高校平準化」政策が徐々に崩れていること
を意味しているのである。
　このような傾向（高校平準化政策の崩壊）にさらに拍車をかけたのが、高校内申書の絶対評価への転換である。
　2011年 12月 13日、教育科学技術部は、相対評価を基本原則にしている現行の中・高等学校の内申書にお
ける成績評価方法を改善・廃止することを打ち出した 22。その代わりに、教育課程が定める達成基準によって
成績を評価する、いわゆる絶対評価の導入を明示した「中等学校学事管理先進化法案」23を発表したのである。
内申書の成績評価に適用されている現行の相対評価が、わずか 1点の差によって評価が下がってしまうこと、
このことが生徒の教育達成への意欲を下げる可能性が高いこと。また、集団の中で相対的な序列関係を作り、
生徒の間に競争的人間関係の雰囲気を作り出していることなどが主な改訂の理由であった。絶対評価は、教育
上、極めて望ましい評価原理であろう。問題は、これまで「高校平準化」政策を支えていた相対評価の原則が、
絶対評価の導入によって、学校間格差・学校間序列関係をむしろ拡大してしまう可能性が極めて高いことにあ
る。具体的にいえば、韓国の場合、日本とは異なって、大学入試試験において高校内申書の成績が、大学によ
って内申書の適用比率は異なるが、重要な選抜基準として機能している。問題は内申書の評価を絶対評価にす
ることによって、特殊目的高校と自律型私立高校といった学校が、一流大学への入試に確実に有利な位置を占
めることが予測されることである。つまり、絶対評価の実施は、「高校平準化」政策のねらいとは正反対の、
一般高校と特殊目的高校の格差をますます拡大させ、序列関係を形成してしまうのである。韓国の「高校平準
化」政策が実質的に崩れていると言っても過言ではないだろう。今後、韓国における高校問題を注目せざるを
得ない所以である。
おわりに
　1960年代後半から 1970年代にかけて、韓国・日本の両国とも、過剰な受験戦争を緩和し、学校間格差をな
くすために、学校群制度を導入した。しかし、教育システムの均等化が必ずしも教育の平等化と同一化を意味
していたわけではなかった。すなわち、教育改革において、「平等化」の原則が制度として実現される際、そ
の実態においては、予測しない現象が浮上し、新たな不均衡・不平等を生み出したのだった。なぜなら、そこ
には、階級構造と教育システムが複雑な形で対応し、存在していたからである。
22　 教育科学技術部は、2004年「2008年大学入試制度改善案」において、絶対評価から相対評価へ転換することを発表した。
絶対評価による高校内申書評価が、試験の難易度の相違によって大きく変わることを悪利用して、大多数の学校が、低
いレベルの試験問題を出題し、内申成績を有名無実化させたことに対する批判が強かったためであった。しかし、わず
か 4年で相対評価の実施を廃止し、絶対評価へと逆戻りしたのである。「中等学校学事管理先進化法案」では、こうした
事態を防ぐために、筆記試験の点数と標準偏差の成績を表記した上、それに基づき、A～ Fの 6段階の絶対評価を行う
ことを発表した。つまり、相対評価の要素を加味した絶対評価による評価方法なのである。
23　 この方針により、一般系高等学校の場合は 2014年度から、中学校と特性化高等学校は、2013年度から絶対評価が適用
されることとなった。
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　教育制度は、社会に対する人々の意識を形成し、その意識は、初めは一時的なものであるが、その後の価値
観や生き方を規定する。さらに、一度形成された人々の意識は、教育制度が変わってもそう簡単には変化しな
い。教育制度の改革が行なわれても、それが直接、社会改善につながらないのは、そのためである。たとえば、
制度が変わっても学歴社会そのものは変化しない。つまり、教育制度には保守的な性格が根深く存在している
のである。学校群制度が廃止されたにもかかわらず、私立学校のブームがむしろ強まっていることが実際にそ
れを証明しているだろう。
　高校入試選抜システムの大きな改革は資本主義社会の競争原理を鋭く反映する。高等学校教育が大学進学と
密接な関係にある限り、そして韓日におけるソウル大学、東京大学を頂点とする知のヒエラルヒ－が改善され
ない限り、（その改善はほぼ不可能であると思われる。）高等入試選抜システムの根本的な解決は、さらなる今
後の課題であろう。
　現在の不況下における少子・高齢化社会の動向を見据えながら、過去に実施した教育改革の反省を踏まえた
入試選抜システムのさらなる改革が求められる所以である。アジアを代表する先進国である韓日両国の政治、
経済、社会、文化の変化と高校入試選抜システムがどのように関係し、いかなる展開を示すのか、今後もその
動向に注目していきたい。
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